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第３２回ちょっといって講座 
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竹内正毅福井県地方自治研究センター理事長 
今日は冬型の天候で道足の悪い

中お集まりいただきありがとうご

ざいます。政権交代をして 3 カ月

になろうとする鳩山内閣も最近道

足が悪いようで、税制改革の問題

や普天間の問題や天皇陛下の中国

副主席との面会の問題など、うろ

うろしている感じです。しかし、

政権交代をしてこれまで自民党政

府が行ってきた色んな問題が表へ

出ていますので、しっかりと暖か

い風を送って応援していかねばならないと思っています。 
 今日のご講演のテーマの「道州制」ですが、道州制といっても「道」と「州」とどう違

うのかとか、市町村合併の大型版かと思ってみたり、県内でも西川一誠福井県知事は道州

制に反対で、枠組み作りから論議するのはおかしいのではないかといっております。嶺南

の敦賀市長や小浜市長などは福井が北陸ブロックに入るのなら、嶺北とは別れて違うブロ

ックへ入りたいなどと発言されています。しかし、なかなか、県民の中に議論が浸透して

いる状況にはありません。経団連が旗を振っていますので、経団連にはメリットがあるの

でしょうが、私どもにはデメリットもあるのではないかと推測します。民主党政権の下で、

地方自治・地方分権なり道州制なりといった私たち自身の生活の基盤が変化していく非常

に大事な時期ですので、もう一度地方自治の問題を思い起こしてみたいと思っています。 
 

本山美彦氏講演 

１ 関西州に向かう橋下大阪府知事への危惧 
2006 年 4 月から 2008 年 3 月まで福井県立大学に奉職させていただきました。京都大学

を定年になり、一度雪国を味わってみたいと思いまして、県立大学に参りましたが、一年

目は雪が楽しかったのですが、2 年目になると雪が鬱陶しくなり、暖かい大阪に逃げて帰り

ました。今日も寒いですが、寒いとお酒もお魚は美味しいのでしょうが、瀬戸内育ちの者

には寒さは辛く感じます。 
来年の春頃に『道州制批判』（仮称）という本を出す予定です。その準備をしています。

橋下徹大阪府知事は人気があり支持率は 80%を超していますが、あまりにも、府市職組な

どの労働組合いじめが露骨であり、これは何とかしなければという思いがあります。そこ
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で、「橋下府政を糾弾する会」というのを急遽作りました。2009 年 3 月 15 日にエル・おお

さか内のエル・シアターという 800 人収容の大きな会場を借りました。実はそんなに人は

来ないだろうと思ったのですが、他に会場が空いていませんでした。相棒のかたが良くて、

作家の藤本義一さんですがいっしょにやろうと言ってくれました。大したもので 800 人の

会場が埋まりました。しかし、府の施設で橋下批判をするとは何事かと右翼の街宣車が回

ってくるなど、正直怖い思いでした。その時以来、橋下氏とそのバックにいる人たちにも

のすごくキナ臭さを感じております。 
綺麗事の裏に何があるのか、このプロジェクトで誰が一番得をするのか、誰が一番泣か

なければならないのかです。綺麗事だけで世の中を見ていくことは非常によろしくない。 
普天間基地問題でも「アメリカを怒らしてどうするのか」とか、「日米関係を損なってど

うするつもりか」とかいう人がいますが、何を言っているかです。普天間の移転問題は米

国の扱いは単なる行政協定なのです。国防省が勝手に日本と決めたものです。日本の場合

には曲がりなりにも 2009 年 5 月 13 日に国会の議決をしています（「在沖縄米海兵隊グアム

移転協定」）。非常に一方的な措置の中で問題が発生しています。普天間問題とはもともと

住宅密集地に作られたものであり、正式の飛行場ではありません。住宅密集地に建てた不

合理なことはあるが「出て行けと言われれば出ていくけれど代替地をよこせ」とは何事か

といいたい。不法な施設というのは自ら畳むということが大事なことです。ところが、そ

ういった論理が日本では通じない。「アメリカを怒らせたら全てがおじゃんになる、鳩山は

何者ぞ」という風潮がマスコミにあります。このような風潮に対し我々はノーと言わなけ

ればなりません。なぜ沖縄にあれだけ沢山の基地があるかというと、本土の反基地闘争が

非常に激しかったので、アメリカは自分たちが施政権を持つ沖縄に日本の基地を移したの

です。それで沖縄を日本に返還するときに様々な問題が生じたのです。海兵隊というのは

陸上に進出していくのですが、進出するときには巨大な船がいる。ところが、沖縄には喫

水の深い港がない。横須賀基地に大きな船を置いて、そこに海兵隊が送り込まれ、その後

太平洋を回遊していく。そのようなシステムを我々は理解しようとせずに、「アメリカが日

本を守ってくれるから」ということでいいのかです。正しい情報を見ようとせず、ただ感

覚的・情緒的に「アメリカを怒らせたら大変なことになる」という論理があらゆるところ

に出てきてしまっている。そして、多くの人々・特にマスコミがそれに乗ってしまってい

ることに非常に憤りを感じます。 
規制緩和・郵政民営化の狙いも、民間の労働組合がほぼ壊滅状態になっている中で、連

合を始めとする大労組でも闘う組合は無くなっている。残っているのは官公庁の組合だけ

です。その官公庁＝国鉄を潰せ、電電公社を潰せ、郵政を潰せと民営化が行われ、その試

みは基本的に成功しました。規制緩和・民営化に対して闘うという核が無くなってしまい

ました。経団連にとっては「してやったり」です。こういう流れで道州制が出てきていま

す。「公務員の数を減らせ、国家公務員を減らせ」と、そして大きな道州に移ってきて民間

登用し、プロの公務員は出来るだけ少なくていいんだと。当然のことながら、組合という
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組合は徹底的にいじめられてきている。「職員の給与は高い、組合事務所が各自治体の建物

を使っているのは何事か」といったことがマスコミに大きく取り上げられています。「地方

で出来ることは地方で」という綺麗事を出して、本音は徹底的に組合活動を市民レベルに

おいて弾圧していくのが道州制です。 
ゼロからの出発はないのです。歴史的な経緯・様々なしがらみがあるのです。それをど

うするかを考えるのが道州制の狙いです。道州制のように何もないところから作るという

ことを、「素敵なことだ」、「決定権の移行だ」、「自治体が強くなっていくのだ」というのは

うそです。いろんな過去の負の遺産があります。大阪で問題となっているＷＴＣ（ワール

ド・トレード・センター）ですが、1193 億円の建設費だったものを、100 億円前後で大阪

市から大阪府が買い上げることとなりました（2009.10.27【共同】：「大阪府庁移転…大阪

市の第三セクターＷＴＣの購入費約 85 億円の予算案が賛成多数で可決されたことを「半歩

進めてもらった」と評価し、今後もあくまでＷＴＣへの移転を目指す考えを示した。」）。差

額は市にとってはパーです。いろんなところに借金が累積している。第三セクターを民間

に払い下げることによって借金をパーにしていくのです。道州制が声高に叫ばれているの

は、第三セクターで最も借金を抱えている自治体なのです。そこに、橋下知事が出てきて、

「我々の仕事を国がやるのは何だ」というのですが、結局は公の資産の民間への払い下げ

です。 
藤本義一氏は大阪府立大学出身なのですが、府立大は売られていくのです。文系は廃止

です。大学の先生も首切りされるのです。経団連から見れば屁理屈を言う文系はいらない

のです。それよりも発明をして金儲けをする理系がいいのです。社会を批判的に見る文系

は潰されていくのです。東京の首都大学もそうです。 
 

２ 16 年前に『日本改造計画』で道州制を提案した小沢氏 
1993 年 5 月に小沢一郎氏が『日本改造計画』（講談社）というのを出しています。ここ

で書かれていることが、今の民主党内閣でそのまま現実化されようとしています。 
本の目次から拾いますと、「（首相）補佐官制度を導入」する、「あくまでも首相が中心」

で、「（首相の）総合調整機能の充実を図る」ため、しかるべき機関を作る＝国家戦略室で

すね。「（与党の）160 人の議員を政府に（入れる）」、「官庁も政治家主導で（行う）」、政党

による政策選挙のために「小選挙区制（を導入する）」。「全国を三百の『市』に（分ける）」

＝これは基礎自治体の議論です。「地方分権基本法を制定（する）」＝これは制定されまし

た。「身近なことはすべて地方で（行う）」、「権限も財源も（地方に）移す」。「普通の国に

なれ」。「普通の国とは何か」、「平和と自由のコスト」を他の国並みに払うことである。「日

米を基軸に平和維持」、「自衛隊を再編成する」、「日本国憲法と平和活動」のために憲法第 9
条を変える、「国連待機軍をつくれ」、「欧米とアジアの橋渡し（を我が日本が行う）」＝先

日、国会議員 140 人の大編成隊で中国を訪問しました。「一極集中はもう限界（である）」。
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「遷都（を行う）」、「所得税・住民税を半分に（する）」、「政治のリーダーシップを確立す

ることである。それにより、政策決定の過程を明確にし、誰が責任を持ち、何を考え、ど

ういう方向を目指しているのかを国内外に示す必要がある。」＝マニフェストです。「地方

分権である。国家全体として必要不可欠な権限以外はすべて地方に移し、地方の自主性を

尊重する」＝1992 年から臨調があり、地方分権の在り方が検討され、1994 年に地方分権法

が成立しています。「規制の撤廃である。経済活動や社会活動は最低限度のルールを設ける

にとどめ、基本的に自由にする。」＝より規制緩和が行われていくと見られます。さらに、

「湾岸戦争『負』の遺産」の節では、日本の政府は何もできていないとし、「政府が、国際

政治の舞台ではせいぜい民間の『企業弁護士』的役割しか期待されていないことである」

とし、日本の民主主義を基本から変えなければならない、つまり、「一朝有事になると、マ

スコミを筆頭にして、『民主主義』が高らかに叫ばれる。しかもその場合の民主主義とは、

きわめて手続き面に偏重した民主主義だ。『議論をとことん尽くせ』『多数決の横暴を許す

な』といったスローガンが乱舞する。」（P41）。「しかし、対外関係では、湾岸戦争のような

事態になれば、国内の利害調整は停止してでも、外交政策の視点から行動を決定し、実行

しなければならない。」（p42）。「外交に関係する私の一つの信念は、アメリカとの緊密な同

盟関係を堅持することである。もし、アメリカが国際社会に嫌気がさし、孤立の道を歩む

ことになれば、それは、日本の政策が失敗したときだと考えている。」（P33）。湾岸戦争の

時に「アメリカは日本に軍用物資を運ぶ輸送機の派遣を要請してきた。それに対し日本政

府はあまり検討の時間もかけずに『ノー』の答えを出す。次にアメリカは補給艦を要請す

る。これも『ノー』。軍用のタンカーはどうか。またまた『ノー』。それでは船を。これに

対しては、日本国籍 2 隻、米国籍１隻の計 3 隻を出して応じたが、出港した 9 月末は輸送

需要のピークを過ぎていた。さらに、アメリカは掃海艇の派遣を要請してきた。政府は憲

法上の観点から『ノー』と答えた。最後には政府は掃海艇を派遣したが、戦争が終わって

からのことであった。このように政府の対応が遅すぎて本当に必要なときに協力できなか

ったのである。」（p34）アメリカと協力することが日本の国是である。がたがた民主主義の

手続きで議論を大きくすることではない。誰かがリーダーシップを執って、サーッとその

要請に応えなければならない。アメリカは一朝有事のときには少数の人間が全責任を負っ

てことに当たって行くんだと。こうしたことを日本もしなければならないんだ。首相官邸

のリーダーシップが弱すぎることに日本の問題がある。「省庁ごとに 2～3人の政務次官と、

4～6 人の政務審議官ポストをつくり与党議員を割り振るのがよい。その結果、閣僚を含め

て与党議員のうち 160 名程度が政府に入る。政府ポストを与えられた与党議員は、各省庁

の局ごとの分担なり、テーマごとの分担なりを決めて政策を勉強し、政策立案に参画する」

（P59）というのですが、ここを読んでいると背筋が寒くなります。鳩山政権といっていま

すが、小沢政権ではないでしょうか。地方から陳情に行きましても、小沢さんの部屋を通

さなければならない。その段階で撥ねられたら上にあがらない。強いリーダーシップとは

小沢氏自身のことではないのかです。 
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沖縄の問題ですが、民主党が右に左に行っていることは小沢氏の本意ではない。しかし、

小沢氏が黙っているということは鳩山氏の腰砕けを狙っているのではないかということで

す。戦略会議を重視していますが、ポスト鳩山では菅氏を意識しているかもしれません。 
社民党の近畿ブロック選出で服部良一という京大を中途退学して西成の労働運動に飛び込

んだ男がいます。沖縄問題で活躍していますが、彼と大阪 10 区選出の辻本清美氏にお願い

して陳情団を小沢事務所に通したことがありますが、知り合いがいなければ通してくれな

いということでは、ものすごいファシズム支配が日本に到来するのではないかと危惧して

います。この小沢氏が道州制を声高に叫んでいるのです。 
 

３ 道州制を口実とした新党結成の動き 
道州制は溜まりにたまった借金を、公のものを民間に払い下げすることによってチャラ

にするものです。大阪ではＷＴＣの移転問題がありますが、その他梅田の北ヤード再開発

の問題があります。そこからＷＴＣがある南港への高速鉄道を作るというプロジェクトの

旗振り役が鳩山内閣の政策ブレーンです。 
道州制を口実にした新党結成の動きがあります。怖いことです。経団連夏季フォーラム

の翌日の 09 年 7 月 25 日、軽井沢での経団連との会談において、橋下徹知事は、道州制の

要求は「国に対する政治闘争だと思っている」と話をしました。一般の多くの人はこれを

「かっこいい」、「国に文句を言っている」と思ったでしょうが、橋下知事はこの時点で流

れは民主党だと思ったのでしょう。急激に民主党支持にすり寄ります。御手洗会長もこれ

に「道州制で行政改革や人件費の削減などが進み、住民がスピーディな行政サービスを受

けられる。草の根運動的に、メリットについて国民の理解を得ていくことが必要」と応じ

ました。これを大学を例に説明しますと、ある大学で、「学生に必要なのは基礎知識だ、先

生方のノーベル賞級の高邁な研究はいりません。学生がたくさん集まってくる著名な教授

を呼び、インターネットを通じたり、テレビ放送を通じたりして基礎的なことを教えても

らえば結構です。みなさんのその手助けをしてもらい、研究はお宅でしてください」とい

われました。いろんな教師がいて、いろんなことを言うことによって学生は是々非々の感

覚を育てていくのです。国が号令して、国の許可する経済学を育てて、国家試験で採点し、

それを大学の卒業レベルの力として反映していくという流れができつつあります。京大（私

がいた）と阪大（竹中平蔵氏が一時期席を置き、本間正明氏（大阪府特別顧問）がいた）

とが合併するとかいうことが道州制です。人員の削減が進み、学生が“スピーディな知識

を得る”ことができることになるわけです。 
さらに橋下知事は、「道州制をやらなければ選挙に通らないというくらい政党にプレッシ

ャーを掛け、霞が関を動かしていくしかない」とまで豪語しました。これに、産経新聞が

連日喝采を送り、関西テレビ（フジテレビ系列）が彼を毎日登場させました。この橋下氏

の発言に応答して御手洗会長は「地方を大きな 1 つの道州というくくりにして、経済でも
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スケールメリットが出るようにして、地方の人たちの経営に任せることで豊かな地方を作

っていく。ゆったりとした地方のスペースを利用して豊かな生活が可能になるような地方

を形作っていく」、「輸出入、観光という外国との接点は地方が直接対峙する時代になって

いる。地方にもいろいろな技術をもつ産業がある。これを世界に通じる産業に育て、世界

から人を呼べる大きな観光開発をすることを考えた場合、県単位ではとても期待できない。

欧米では州知事がいろんな人たちをつれてきて、工業団地や別荘地帯に企業、人を誘致し

ている。産業振興、観光振興の面でも規模のメリットが出る州を経営して、豊かな国造り

をしていかなければ」とものすごく恐ろしい発言をしています。いまは国が認可権など持

ちものすごく大きな公共事業を握っています。新幹線や道路がそうです。例えば、パナソ

ニックやシャープが巨大な液晶工場を作ったとします。その時、港までのアクセスのため

第二名神道路を作ろうと思っても国がストップをかけます。これをなくそう。地元の財界

が出来るなら、国の認可なしにやろうということです。国が牛耳っている以上のプロジェ

クトが出来るというのが道州制のメリットなのです。ＷＴＣとか地下鉄の延長は元々は大

阪市の構想でした。それを、いつのまにか橋下構想で大阪府がやるんだということに変わ

ってきています。大阪市ですらそうですから、池田市とか箕面市とかの小さな市町はもの

を言えるかです。関西州は西は岡山県から東は三重県・北は福井県までを含む構想です。

巨大プロジェクトを推進しやすくなるということと、ものすごいい借金を背負う第三セク

ターの公のものを売って完全に民間することにあります。郵政民営化がそうですが、オリ

ックスが取るということはだれの目にもはっきりしていました。郵政民営化のコンサルタ

ントはゴールドマン・サックスでした。ゴールドマン・サックスの傘下に三井住友銀行が

あります。その三井住友銀行の頭取が郵政の社長になりました。結果、かんぽの宿のほと

んどがオリックスに流れていくことになりました。公のものが強欲の民間にタダ同然に売

られていくということです。 
橋下氏は「日本が国内総生産（GDP）の 170％の借金を負っている原因は行政に責任感

がないためだ。」と言うわけです。地方に財源を移行したらそうならないだろうというわけ

ですが、ふざけた論理です。私たちが贅沢したから、ないものねだりをしたから国は借金

したと本気で思っているのでしょうか。我々があずかり知らぬところで、イラクの戦争に

お金を出した。湾岸戦争にお金を出した。「思いやり予算」を出した。それが国債の発行で

賄われたのであって、贅沢をしたからではない。論点のすり替えです。 
 

４ 沖縄の米軍基地問題 
話は少しそれますが、沖縄問題ですが、巨大な基地を抱えて、ロシア・中国と対峙する

時代ではないのです。米軍は局地戦争に介入するのであって、大国との戦争はアメリカだ

ってありえないと思います。何をするかといえば、米軍再編成です。重要な地点に海上基

地を置く。マルタ、ペルシャ湾、インド洋、オーストラリア沖に巨大な軍艦を回遊し、そ
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こへ高速艇で各地域を結

ぶ。主力の海兵隊は陸地に

おらず、6 カ月ごとに回遊

している。その時の補給基

地がグアム・沖縄といった

ところに欲しいというこ

とです。常駐はしない。し

かし、有事の時には陸上基

地がいるが、常時沖縄の基

地を保有するコストには

耐えられない。自衛隊にや

ってもらって、コストは日

本政府が負い、一朝有事のときにはアメリカ軍と連携する。だから、ドイツで地上軍を減

らし、韓国でも李明博政権の反対のも関わらず在韓米軍を 1/3 に強引に減らしてしまった。

韓国は防衛が手薄になり怖いからといって、今回アメリカが要求もしないのにアフガンに

まで軍隊を派遣し米国に協力しています。アメリカは日本からの撤収ということを言わな

い。思いやり予算という世界にはない巨大なお金が欲しいのです。ビーク時は 2500 億円／

年もの額です。これは年間の社会福祉事業の削減額に匹敵します。これまでの総計では 5
兆円を超えているのではないでしょうか。ところが、アメリカ軍に出ていけというのはむ

ちゃな日米安保条約違反の要求で、沖縄に海兵隊がいるのは日本の防衛のためにいるので、

出ていくにはそれなりの補償をすべきだという論点のすり替えをしています。アメリカは

グアムへの移転を議会では決めていません。行政協定です。日本は議会で決めました。日

本は約束を履行するということです。移転協定の第 8 条ですが、移転で問題があったとき

に発議をするのは全てアメリカです。アメリカが要求したら会議を開く。このような植民

地的な屈辱的協定を 2009 年の 2 月に結んでいるのです（2 月 17 日「在沖米海兵隊のグア

ム移転に係る協定」に署名、5 月 13 日国会承認）。我々は何も知らされていません。 
 

５ 道州制を基軸とする首長連合構想 

都道府県という「140 年前に決まったエリアにこだわる必要はない」と橋下氏はいいます

が、要するに、巨大プロジェクトを地域主導で実施するだけの権限と財源を寄こせといっ

ているだけなのです。首長連合ということを橋下氏はいいます。横浜市の中田宏市長、松

山市の中村時広市長、神奈川県開成町の露木順一町長らです。横浜市の場合ですが、横浜

市大は中田市長にずたずたにされました。2010 年は韓国を植民地化した日韓併合 100 年で

すが、松山市長はそのことを韓国を守ってやったんだという議論をする人です。ちょっと

話が飛びますが、12 月 4 日に京都の朝鮮初級学校に「在日を特別扱いをすることを許さな
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い会」という団体がおしかけ、拡声器と暴力で運動場のサッカーゴールなどを破壊して立

ち去った事件があります。その時、京都府警はその暴力行為を何ら阻止しなかったのです。

父兄が証拠として暴力行為をビデオ撮影しようとしたらカメラを壊されました。ところが、

ネットにこの右翼の“大活躍ぶり”が誇らしげに掲載されています。加害者が写したもの

ですが、これが新聞に全く載っていない、テレビでも報道されないということに日本人の

怖さを感じさせます。また、ＮＨＫの『坂の上の雲』の放映ですが、これから東アジアの

人たちは日本をどう見るかです。1910 年という年に何があったかです。伊藤博文はどうい

う人間だったかとか（伊藤博文自身は日韓併合に反対だったようですが、安重根に殺され

ています）です。 
こうしたことを煽っている人たちが首長連合構想を推進するグループです。ここに橋下

氏が乗っかっているのです。首長連合があまりにも大きくなってきたので知事連合が出て

きました。知事会は橋下氏たちにお灸を据える役割を果たしています。福井県の西川知事

などです。09 年 7 月 14、15 日の 2 日間の日程で開かれた知事会議が、地方分権への取り

組み方について、各党のマニフェスト（政権公約）を点数化することで合意しました。全

国知事会が各党のマニフェストの点数評価を決めたことで、「支持政党宣言」を目指し橋下

徹大阪府知事らが結成した首長連合の存在意義が揺らぎました。しかし、知事会の評価対

象の政党は自民・民主・公明の３党のみであり、それ以外の政党には“死ね”ということ

になります。 
そこで、首長連合の中田弘氏や橋下氏は道州制を前面に打ち出すということで、全国知

事会との差異性を強調するようになりました。中田氏は、8 月 7 日、の総選挙直前に「（知

事会と）評価項目が違う。われわれは道州制なども加味する」と強調したのです。さらに 8
月 4 日、東京・内幸町の日本記者クラブで記者会見し、市長辞職後の政治活動について「新

党を作ることもあり得る。2010 年の参院選は 1 つのポイントだと思っている」と述べ、2010
年の参院選に向けた新党結成に含みを持たせています（下ネタのスキャンダルの発覚を恐

れていち早く辞任したのですが）。中田市長は、民主党政権が誕生するものの、安全保障の

問題で同党が 5 年以内には行き詰まるとの見通しを示し、「われわれの運動が何をするかと

いうことだ」と述べたのです。民主党政権が長続きをせず、保守の再編があることを見込

んだ新党結成意欲表明をしています。衆院選前の 8 月 4 日の時点でなぜ民主党が５年以内

に行き詰ると読んでいるかですが、小沢氏の脳裏にはもう一度「本格的な保守」再編（ガ

ラガラポン）というものがあるのではないでしょうか。今までの自民党は小泉政権以前は

アメリカからある程度距離を置いていました。大蔵省関係などが特にそうです。それが小

泉政権でべったりとなりました。その後麻生政権で再び距離を置くようになりました。次

に小沢氏がどう動くかですが、寝技師ですが沖縄問題では“だんまり”を決め込んでいる

ことに何かあるのではと思っています。民主党は一色ではありません。沖縄では普天間問

題が済めば道州制問題が次の大きな課題として与野党を問わずの道州制懇話会が出来てい

ます。 
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橋下氏は人気タレント知事です。マスコミに出れば知事になれるというのなら、権力側

はそのような人物を放っておきません。そのようなマスコミ出る知事らが異口同音に言っ

ているのが地方分権です。流れは道州制の方向に行っています。「地方分権になる」、「地方

が権力を持つ」という歯の浮くような綺麗事の中身を我々は詰めていかねばなりません。 
 

６ 綺麗事の「市民道州制」 
ＰＨＰや『道州制・com』といった団体がありますが、「中央集権制の弊害」をなくし「市

民道州制」をつくるという綺麗事を書いています。「政策を行なう上で必要な政策企画立案

権として、道州法を各道州が持つことになります」としており、独自の法律を持つという

ことです。「原則、道州法が国の基準より優先します。」ということで、法律が変わっても

いいのです。「日本を10程度の道州とします」としており「基礎自治体３００をつくる」と

する小沢氏の論理と同じです。今の市町村より大きい市町村です。「コミュニティ自治区を」

つくる。このコミュニティ自治区は抽選制で市民からコミュニティの活動家をつくってい

って、その者たちにコミュニティの問題を議論させていくんだということになっていくの

ですが、怖いです。裁判員制度と同じです。人気タレント弁護士ならば議論を誘導できる

のです。素人を相手にすればかっこいい弁護士は誘導できます。朝鮮問題が緊迫状態にな

っていますが、私のゼミで「知られざる朝鮮問題」というのを講義し、毎回レポートを書

かせていますが、ゼミ生の半分が「朝鮮人は嫌いだ」と堂々と書いて出すのです。マスコ

ミの影響がいかに大きいかです。マスコミを使うというのはこのようなことなのです。“も

のを考えない連中”（言葉に語弊があるかもしれませんが）に決定権を持たせるということ

です。彼らは情報操作しやすいのです。コミュニティ自治区は昔の五人組です。さらに、「市

民が主役のまちづくりを行政がバックアップするという関係」、「民意を反映しやすくする

工夫」といった美辞麗句が並びます。 
そして怖いことに「特別会計を全廃し、一般会計に繰り入れる」というのです。これが

道州制の本音です。どうして一般市民病院が売られるようになったか、いろんな介護施設

がダメになっていくかです。特別会計があることによって、様々な財政上の問題点を「オ

フ・バランス」にできていたわけです。それを単年度に組み入れることによって巨大な赤

字の病院や大学などは全部だめになっていきます。だめだとして、民間から管財人を入れ、

いずれ民営化していく。流れははっきりしているのです。 

「国・地方の役割分担に応じて税源を配分」し、「地方は徴税権と課税自主権をもつ」とい

うのです。東京都がお金持ちなのは当たり前です。巨大企業が東京に本社を移すわけです

から、彼らが持つ法人住民税だけでも大変な額です。東京に課税自主権を与えれば、益々

税金を安くし大企業が集まります。福井からは企業が逃げて行きます。それで赤字となる

からよけい税金を高くしなければならないことになります。その時に、国は税の配分機能

＝貧しい所に豊かなところからお金を回してくるという機能があるのです。それが、補助
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金行政ということで悪いものもありましたが、少なくとも公平性を保つための税配分だと

いう大義名分はあったのです。今度のように勝手に税を作れば誰が調整をするのでしょう

か。国は防衛以外のものを持つなというのですから。これが一番抜けています。貧乏な道

県が集まって何とか調整しようやということがあるかです。大阪府にはパナソニックやシ

ャープといった企業が集まってきます。シャープは亀岡工場の液晶などというブランドま

で出していますが、これが大阪のベイエリア構想です。すべての機能をベイエリアに集中

させ、他の自治体は黙っていろとなってしまいます。逃げられていった自治体はどうなる

かです。神戸市はかろうじて神戸製鋼所だけが残っていますが、川崎重工や三菱重工など

に残ってもらうために赤字覚悟で地下鉄を作ったのですが、作ったとたん逃げて行ってし

まいました。地方自治体はどこで財源をもったらいいかです。国が監督するよりも巨大な

権力が大都府県・大道州に集中します。国がするよりも巨大な公共事業・プロジェクトが

自由に出来るとなれば財界が飛びつくのは当たり前です。 

「参議院を、ドイツやフランスと同様、道州や一部の基礎自治体の首長などの代表者で

構成します。」としており、参議院の廃止・各道州の代表者が参議院議員を兼ねるというの

です。さらに、「コミュニティ自治の活動を保育・介護などテーマごとにＮＰＯや企業に委

託」するというのです。ＮＰＯや企業への委託ですが、たとえば、大学にランキングがあ

りますが、ランキングを決められてしまうと、受験者が激減したり激増したりします。そ

のランキングを決めるのが某企業です。就職試験をするときにインターネットを通して、

その特定企業のテストを受けなければなりません。ある特定企業のテストを受けたことに

より、各企業は面接の労力を省くことができます。その特定企業が大学の就職相談施設や

キャリアアップ施設などに入り込んでくるのです。現実にその特定企業の職員を雇ってい

る大学ほどランキングが高いのです。現在の世界の金融危機を招いたのは格付会社です。

ウォーレン・バフェット（Warren Edward Buffett）は格付会社ムーディーズ（Moody's 
Corporation）の株の 20%を保有しています。バフェットの意向に沿わない格付けをすれば

担当者は首になります。Ｓ＆Ｐ（Standard & Poor's）はマグロウヒル社（The McGraw-Hill 
Companies）の 100%子会社です。このようなことが許されていいかです。各自治体にも格

付会社が入ってきます。自治体の発行する債券も格付会社によって格付けされます。格付

会社は道州制の権力者と無関係であるはずはありません。大学では彼らの社員を雇えば評

価は上がるのです。これを「民間のノウハウを大学は貰うんだ」というのです。道州制の

持つ怖さはこうした具体論にあります。地方は分権されていいことだ、万歳ではありませ

ん。 

さらには「議会及び委員会の一部を夜間開催する」＝「議会は夜やれ」とうたっていま

す。議員は素人で良い。晩だけ来なさいということです。マスコミ受けします。「行政の幹

部クラスは民間より登用し、官・民の交流を深める。その際の指名の権限は市民オンブズ

マンなどの第三者機関が行うこととします。」（上記「 」内の文書 道州制.com：「『市民

道州制』基本提言」2008.7.6 より）としています。公務員の方は本当に仕事を一所懸命や
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っているのですが、それを、公務員であるということだけで「ぬくぬくしている」「無能だ」

という形で民間人を持ってこようとしています。民間にいると、いつもびくびくしながら

組織のために稼いで来なければならない人間が果たして正しいのかどうかです。橋下氏は

教育長を校長から持ってきたのですが、その人を民主党は行政改革の重要人物として入れ

ています。 

09年 2月 19日、橋下大阪府知事と平松大阪市長の府庁のＷＴＣ移転に関する基本的合意

が成立しましたが、㈳関西経済連合会・㈳関西経済同友会・大阪商工会議所の大阪の経済

三団体はエールの声明を即座に出しました。また、梅田北ヤード開発（JR 大阪駅の北にあ

る、梅田貨物駅を中心とする地域の開発）について民主党の経済ブレーンが提案したこと

が TVや産経新聞に大きく掲載されました。2004年 3月に関西経済連合会の当時の秋山喜久

会長が、記者会見で、大阪市の担うべき課題として、市庁の移転の必要性を次のように語

りました。「大阪市役所の土地、建物を売却し、市の中枢機能を南港のＷＴＣなどに移して、

南港周辺を副都心として整備する。大阪・淀屋橋の一等地にある市役所を民間に売却して、

市役所に接する御堂筋を活性化するとともに、売却益を大阪市の第三セクターの負債に充

てることを考えてみてはどうか」と。そして、そのＷＴＣを大阪市ではなく大阪府が買っ

たのです。そこで関経連はじめ３団体は橋下氏にエールを送ったのです。自分たちが抱え

ている巨大な負の遺産を売却することによって、公のものを民間に持っていく、公のもの

を手にすることが出来るということです。大学はいい場所にありますが、これが売却され

てホテルにすればいいお金になります。その売却益で大学は地方に引越せばいいじゃない

かという論理です。全国一斉に行われましたが、しかし、大学は飲み屋が周囲にあること

が大事なのです。ゼミが終わったら学生と一緒に飲もうかということできます。県立大学

は公舎はきれいでいいのですが、車で来るしかないので飲み屋が周囲にありません。そう

なると学生とのコミュニケーションは無理です。京都大学では大学を一歩出ると飲み屋が

ズラーッと並んでいます。 
ＷＴＣはほとんどテナントが入っていません。お金を払うために大阪市役所が機能の多

くをそこへ移しました。ところが、議会でテナント料が高いと予算を否決され、テナント

料が払えなくなりました。そこで、売却しようとするのですが、融資を受ける際に担保物

件がないので大阪市が損失補償をしていますが、売却や倒産したときには今までの損失を

市がすべて払うという特別の約束なのです。そこで大阪府に泣きついたのです。ところが、

1200 億円を超える建設費のうち府が払うのは 100 億円だけなのです。 
京都大学の川崎一郎防災研究所教授は地震の観点からＷＴＣへの府庁舎の移転を批判して

います。地震の周期１秒は 25cm の振り子なのですが、南海・東海大地震というのは振れの

周期は 3.5 秒だそうです。150ｍくらいのノッポビルがあちこちに建てられましたが、この

ノッポビルは免震設計がなければ揺れる固有周期は 25 秒です。ところが免震設計があるた

めに周期が 3～4 秒となり、今後起こりうる南海・東海大地震の周期と共振することになる

のです。建物は残ります。古いお寺の五重塔は残っています。しかし、五重塔のてっぺん
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にはだれも住んでいません。共振して大きな揺れに合うと建物の上階にいる人は揺れによ

る家具の転倒で死んでしまいます。これは兵庫耐震工学研究センターの実験場で証明され

ました（08 年 1 月、兵庫県三木市のＥ－ディフェンスで、超高層ビルの 30 階（ほぼ 150
メートル）を想定した振動実験がおこなわれた。最大加速 500 ガル、最大 1・5 メートルの

揺れ幅で、ビルの増幅効果を試した結果、3 分間にわたって家具が床を走り回った）。この

大地震は将来確実に来ますが、そのような危ない場所に移すとは何事かということです。

結局は、都市再設計というゼネコンの要望を受けたものではないかといっています(川崎一

郎『災害社会』2009)。 
今やられている、道州制は綺麗ごとの中で、負の遺産をなくし、民営化することによっ

て、良いとこ取りをする・大阪市役所は街の良い所にあるのでそれを取らしてくれという

ことです。その時に、地方の弱小県はがたがたいうなということです。そして、この道州

制を言い出したのは小沢氏なのです。 
最後に、オバマ現象批判の本を来年 2 月に出すことにしています。一方の戦争の当の責任

者がノーベル平和賞とは何事かということです。しかもオスロの平和賞授賞式での「正義

の戦争」という演説はなんなのかという趣旨で書き下ろしました。 
 

司会者 
私どもは、政権交代ということで民主党を機軸に取り組んできた労働組合が多いわけで

すが、その辺はどうなのでしょうか？ 

Ａ：本山 
小沢氏への批判が民主党全体への批判と受け取られますと誤解を生じますが、今回の政

権交代はものすごく歴史を動かしました。民主党はいつの間にあれだけの人材を集めたの

かです。政務次官クラスでもものすごい人材がずらりと並んでいます。また、農水省を退

職し、長野１区から出ている篠原孝氏などは、日本の農業は大規模でなくて小さくてもい

いんだという主張をされています。さらには、右翼的な色彩の強い前原誠司国交相がダム

の問題についてはあそこまで言うかと感心しています。一人ひとりの人物では随分数多く

の人材を民主党は抱えています。自民党より人脈は豊富です。また、これまでは減税とか

公共投資の方向でしたが、民主党政権は給付金制度を前面に出しています。これは大きい

ことです。金持ちはいくら減税されてもすぐ消費には向かいません。自分たちの利益が確

保されるだけで、すぐ貯蓄に回り、その貯蓄は金融商品にいってしまいます。ところが、

貧乏人は今晩の飯・明日の飯が大事なのです。貰ったお金はすぐ使います。これは大きい

ことです。これまで『有効需要の創出』と経済学が考えてきたことと全く異なることであ

り、数多くの住民が支出していくことが大きいことです。また、相対的貧困率の問題です

が、日本はＯＥＣD 諸国中で下から 3～4 番目であり、シングルマザー・ファザーではダン
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トツに悪いのです。厚労省は、このような数値を過去には発表していませんでしたが、民

主党政権で発表するようになりました。１つ１つのことがものすごいことなのです。しか

し、小沢氏への権力の集中は怖いことですし、1993 年の 16 年前の本のことや窓口の一本

化は怖いことだと申し上げているわけです。 
 

質問 

Ｑ：Ｍ 
地方分権は大事だとは思うのですが、道州制の大きな流れの中で抗うにはどうすればい

いのか 

Ａ：本山 
身近なところで頑張って頂きたい。たとえば、中小企業の返済猶予の亀井金融大臣の金

融法が出来ましたが、それはスローガンであり、それを後押ししていくのに、地方の金融

機関に対し自治体が介入してほしい。静岡市はモラトリアム条例を３年延長したのです。

商工組合も住民も喜びます。それに、失対事業を強化してほしい。戦後 200 万人規模で日

本人が引き揚げてきましたが、その時、過剰雇用であることを分かりながら国鉄や電電公

社を使い職員を貼り付け、失業者を出さないことを国の方針としました。また、労働組合

と対決しながらも労働組合と話し合い、労働部長が社長になって行きました。ところが、

今は財務屋が社長になってきています。いろんな失対事業を自治体にして欲しい。その場

合お金がないので債権を発行するしかない。格付機関会社の格付けではシングルＡで、金

融機関が債権を買ってくれないとしたら、住民にお願いして、お金がないのでこの債権を

買ってくれないかという運動をしていったらどうでしょうか。雇用をみんなで支えあおう

という運動です。その場合、大道州制は財界を利するだけであり我々は関係ない、我々は

今の地方自治体を守ることだ、そのために市の債権を買うとうい運動を展開すべきです。 
私は労働組合に自分の企業の株を買えと提案しています。そして、株を買うのに金融機関

から融資を受けろといっています。中小企業の社長は 60～70 歳台ですから辞めたいのです

が、子供が継いでくれなければ株式を公開して大会社に売ってしまうのです。従業員はブ

ランドだけを取られて首を切られてしまいます。それを防ぐには従業員が株を買わなけれ

ばなりません。ＩＳＯＰ（employee stock ownership plan「従業員持ち株制度」）というの

ですが。三洋電機が３年前に私のＩＳＯＰ論を取り上げて制度化して頂きました。ところ

が中越地震で大打撃を受け、女性の経営者が乗り込んできてリストラされたので、私のＩ

ＳＯＰ論も無くなってしまったかと思っていましたが、辛うじて残っていました。今回、

パナソニックに買収されることとなり、ＩＳＯＰをどうしようかというご相談を受けまし

たが、会社は自分たちのものだ、自治体も自分たちのものだという、財政も資金源も私た
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ちが握るんだという仕組みを今のうちに作っておかなければなりません。私の大学では１

２月になっても就職内定率は３割も決まっておらず、決まっていてもほとんどが非正規社

員です。これを自治体でなんとかしていただきたい。今こそ自治体の出番です。福井駅前

の商店街も残さなければなりません。残すためには公共交通機関で行けない所に巨大スー

パーを作ってはいけない。自動車でしか行けない所は禁止だという規制は条例でできるの

です。雇用吸収力はパパママ・ストアです。少々高くても「愚痴を聞いてくれる」のです。

阪神大震災で助けてくれたのはシャッター街になりそうな商店主でした。神戸は大スーパ

ー発祥の地ですが、大スーパーは助けてくれませんでした。地元に住んで地元のお客を大

事にしなければならない商店主が地元のために命を張って来てもらえました。地方の再生

は商店街の再生しかありません。そのためには自治体の役割は重要です。 
 

Ｑ：Ｗ 
橋下氏はこの間、大阪空港を廃止し関西空港に一本化して、そこに沖縄の海兵隊を移設

してはどうかという提案をしていますが。 

Ａ：本山 
アメリカははっきりいって沖縄から出て行きたいのです。理由は沖縄に喫水線の深い港

がないのです。海兵隊は飛行機で行くのではないのです。基地からヘリコプターで大艦隊

のところへ行ってそこから出撃していくのです。必ず輸送する艦船が大事なのです。今で

も横須賀から出港して行くのです。グアムに行くのですが、病院があって、喫水線が深い

ということになれば、橋下氏が提案する関西ベイエリア地区は最高なロケーションです。

神戸港に行きながら、神戸空港・目の前は医療再生都市です。負傷兵をそこに運んでこれ

ます。同時に関西空港とは海でつながっており、六甲アイランドやポートアイランド・南

港に海兵隊の宿舎を作ればよいのです。それを言った時に米軍側は考慮に値するといって

います。しかし、米軍の今のところの本音は佐賀空港に行きたいのです。ところがマスコ

ミはこうしたことを本当に報道しません。「沖縄」「沖縄」ばかりです。米軍は沖縄にいた

くはないのです。しかし、沖縄から出て行ったら「思いやり予算」がなくなってしまいま

す。基地を置いて、6 カ月に一回でいいから帰着し、住宅を置いて「思いやり予算」を貰お

うということです。ハワイも座間の司令部も含めグアムに司令部を移すのですが、あちこ

ちに“別荘”を置かなければなりません。沖縄に置くよりもその時に関西に置くのが一番

簡単なのです。関西から出撃していくということです。しかし、橋下氏はそこまで深読み

しているのではなく、移転してくれたら金をくれるだろうということだと思います。しか

し、アメリカにとっては佐賀空港よりはよりははるかに素敵な提案なのです。民主党はな

ぜ普天間問題でのらりくらりしているかといえば、のらりくらりするのが方針だそうです。

のらりくらりしながら参院選に突入したいようです。旗手を鮮明にすればどちらにしても
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国論が二分されます。最適手段がのらりくらりなのです。また、アメリカ自身が辺野古移

転に乗り気ではないのです。日本から金を引き出したいだけです。アメリカ議会がグアム

移転で承認した予算はたったの 3 億ドルです。すべてのグアム移転費用は 70 億ドルで、日

本は既に 40 億ドルを出すと約束しています。こんなおいしい話はありません。だからアメ

リカは、それじゃ勝手に行きますとはいいません。「日本に言われてしかたがないから」、「で

はお金を出せ」というのが外交交渉です。日本のマスコミは乗せられているのです。関西

空港も動き出したと思います。そのためには神戸市の反核三原則を潰さなければなりませ

ん（神戸市は神戸港に寄港する外国軍の艦船に核兵器を搭載していないことを証明する「非

核証明書」の提出を義務付けるものである。1975 年 3 月 18 日に神戸市の議会である「神

戸市会」が「核兵器積載艦艇の神戸港入港拒否に関する決議」を可決して以降行われてい

る―Wikipedia より）。その可能性はかなりあると思っています。 
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